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-59歳,来院経路で ｢家族が直接｣がそれぞれ

入院と有意な関連を認めた.
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7 地域における幼児健診の現状について

稲月まどか

黒川病院

新潟 県 ド越地域2市町における平成 21年度の

3歳児健診の現状について報告する.

胎内市は平成 21年 3月未時点の人口31,394

人,県北部の農村地帯である.年間出生数は200

人前後でここ数年減少傾向にある. 一方平成 17

年4月1日に4町村が合併 して 1町となった阿

質町は福島県境にある山間部で,平成 21年3月

家人｢113,294人である.年間出生数は60人前後

で減少傾向が続いている.

平成 21年度の2地域の3歳児健診の受診率は

胎内市 99%,阿賀町 100%であった.両地域と

も3歳児健診の受診率は高く,この受診率を生か

した保健活動や子育て支援が有用になると思わ

れた.

3歳児健診では言葉の遅れ 落着きのなさ,こ

だわりの強き,睡眠覚醒uズムの乱調,感覚過敏

など発達障害を示唆する (発達障害特性)行動

E二の問題や対人的相捌隼,言語発達の遅れを有す

る子供が胎内市では全受診者の27.5%阿賀町は

34.50/oあり,概ね3割の受診者が発達障害特性を

有していた.また発達障害特性を有する子供の性

比は胎内市で約3:1,阿賀町で約 2:1で障害

種別ではASI)圏が最多で両地域とも健診受診者

の 17%次いで虐待を背景に含む多動を圭とした

群が胎内市で6%,阿貿町で9%見られ M配群

は胎内市5%,阿賀町80/Oであった.

家族や養育者自身に経済的 ･心理約 月 iニ会的

な問題があり孤立していたり,子育てに援助 が得

られず身体的にも問題を抱え要 支援 と考 え られ

る家庭が胎内市では34%,阿貿町 は 25% あ り,

またこれらの家族が今回明らかになった発達障

害特性を持った子供を育てている割合は約 4割

であった.

家族や養育者が支援の特別なニ-ズを持って

いるかまたは子供が発達障害特性を有 している

家族の割合 (要フォローケース)は胎内市47.7%,

阿賀町 500/Oで全受診者のおよそ5害梱り ォロー

が必要と考えられたが,発達障害を有している子

供がその後 1年間の間に欄極的な何らかの相談

や医療受診などフォロ-につながったのは胎内

市52.5%,阿繋町 18.2%と地域によって差がみ

られた.現時点では3歳児健診は幼児の公的健診

としては最終になるためフォロ-体制の整備が

今後さらに必要になると考えられた.

拍生時点で低出生体重児であった子供の割合

は,胎内市は全受診者の4%,阿賀町は12.5%で

あった 早産を含む低出生体重児が3歳児健診で

発達障害特性を有している割合は高く,胎内市で

70%誹す賀町で50%であった.

スの礎となるものであり,子供の出生から途切れ

のない家族へのきめ細かい支援と子供の発達を

促すシステムや施策が必要とされている.
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自閉症 スペ ク トラム障 害 (ASD) とは対 人相

互励 転, コ ミュニ ケ- シ ョン,限 局 され た行動 や

興味の範囲によって定義 され る症 候群 で あ り,近

年社 会脳 (sodalbrain) の障害 とい う観点 で議 論

され ることが増 えて きて い る. しか しなが らその

神経 基盤 につ いて 脳機 能 画 像 な どの 客 観 的 手法

に よ って評 価 す る試 み は末 だ 発 展 途 上の段 階 で


